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第２次あま市総合計画後期基本計画策定支援業務プロポーザル実施要領 

 

１ 業務概要 

⑴ 業務名 

  第２次あま市総合計画後期基本計画策定支援業務 

⑵ 業務の目的 

あま市は、「ともに想い ともに創る ずっと大好きなまち“あま”」を目指すべき

将来像として掲げ、令和４年度から令和１３年度までの１０年度間を計画期間とする

第２次あま市総合計画を策定し、総合的かつ計画的な行政運営を実施してきた。 

本業務は、令和８年度をもって計画期間の終了を迎える第２次あま市総合計画前期

基本計画について、その成果や課題等をもとに、新たな視点や価値観を踏まえた上で

社会情勢の変化を的確に反映した、令和９年度から令和１３年度までを計画期間とす

る「第２次あま市総合計画後期基本計画（以下「後期基本計画」という。）」を策定す

るため、コンサルタント事業者の持つ専門的な知見を生かしたアドバイスや提言等の

必要な支援を得ることを目的とする。 

また、後期基本計画は、まち・ひと・しごと創生の実現に向けた具体的な対策をま

とめた「次期あま市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「地方版総合戦略」とい

う。）」を包含するものとし、地方版総合戦略の策定に当たっては、国の動向を踏まえ

た上で、コンサルタント事業者の持つノウハウを生かし、幅広い層の意見を聴取しな

がら行う。 

⑶ 委託契約期間 

契約締結日から令和９年３月２０日まで 

⑷ 業務内容 

本業務の仕様は、別添「第２次あま市総合計画後期基本計画策定支援業務仕様書」

のとおりとする。 

ただし、仕様書の内容は現時点におけるものであり、このプロポーザルにより選定

した当該業務の契約の相手方となるべき受託候補者（優先交渉権者）との協議により

変更することができる。 

⑸ 提案上限額（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

令和７年度   ８，３００，０００円 

令和８年度   ７，３００，０００円 

合 計  １５，６００，０００円 

 

２ 業務委託の方法 

業務実施に当たっての業務提案を公募し、最も優れた業務提案者として選定された１者

を受託候補者（優先交渉権者）とした上で、業務の仕様及び契約金額を各年度の提案上

限額の範囲内で協議し、委託契約を締結する。 

ただし、協議が不調に終わった場合、次点の者と協議するものとする。 

なお、応募者が１者の場合にあっても審査を実施し、その提案内容が評価基準を満た

すと認められる場合は、その事業者と協議の上、委託契約を締結する。 

 

３ 参加資格 

プロポーザルに参加を申し込む者（以下「参加者」という。）は次の全ての要件を満

たす者とする。 
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⑴ 令和６・７年度あま市入札参加資格者名簿の登録者のうち、大分類「03：役務の提

供等」、中分類「07：調査委託」の業務分類に該当する者であること。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。 

⑶ あま市工事等請負業者指名停止取扱に関する要領（平成２２年訓令第４４号）に基

づく指名停止の措置、又は愛知県若しくは愛知県内の地方自治体から指名を停止され、

若しくはそれに準じる措置を受けていない者であること。 

⑷ あま市が行う調達契約等からの暴力団の排除に関する要綱（平成２２年訓令第４６

号）に基づく排除措置を受けていない者であること。 

⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て（同法附

則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを含む。

以下同じ。）がなされていない者であること。 

⑹ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされ

ていない者であること。 

⑺ 破産法(平成１６年法律第７５号)に基づく破産手続開始の申立てがなされていない

者であること。 

⑻ 会社法(平成１７年法律第８６号)に基づく特別清算開始の申立てがなされていない

者であること。 

⑼ 銀行取引停止処分がなされていない者であること。 

⑽ 国税及び地方税を滞納していない者であること。 

⑾ 過去５年間（令和２年４月１日から参加申出書等の提出日までをいう。）に、他の

地方公共団体が発注した総合計画策定支援業務の受託実績を有する者であること。 

⑿ 仕様書に定める業務を遂行するために必要とされる知識・経験を有する者を当該事

務に従事する者とすること。 

 

４ 実施要領等の配布、閲覧 

 実施要領、資料等は、市公式ウェブサイトからダウンロードすること。 
 （httpｓ://www.city.ama.aichi.jp/bussiness/nyusatsu/1006732/1010312.html） 

 

５ 参加申込書等の提出 

  本プロポーザルに参加を希望する者は、次に定めるところにより参加申込書等を提出

する。 

⑴ 提出期限 

令和７年５月１６日（金）午後５時まで 

 ⑵ 提出方法 

   「14 書類提出及び事務局」に持参により提出すること（郵送不可）。 

⑶ 提出書類等 

提出書類、様式及び提出部数は、次表のとおりとする。 

様式番号 提出書類の名称 規格 提出部数 注意事項 

１ 参加申込書 Ａ４ １部  

２ 会社概要書 Ａ４ １部  

３ 業務実績調書 Ａ４ ７部 ア・イ 

４ 業務実施担当者調書 Ａ４ ７部 ア・ウ 

【注意事項】 

ア 部数は７部（正本１部・副本６部）とし、副本は、社名・ロゴマーク等、参加者

が特定される事項を記載しないこと。 
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イ 過去５年間（令和２年４月１日から参加申込書等の提出日までをいう。）に、他

の地方公共団体が発注した総合計画策定支援業務の受託実績について全て記載する

こと。なお、受託実績を確認するため契約書等の写しを添付すること。 

ウ 本業務の実施責任者及び担当者について記載すること。 

⑷ 資格確認結果の通知及び公表  

   令和７年５月２２日（木）に参加申込者に対し、書面によりその旨を通知する。 

 

６ 業務提案書等の提出 

  参加資格がある旨の確認結果通知を受けた者は、次に定めるところにより業務提案書

等を提出する。 

⑴ 提出期限 

令和７年６月２日（月）午後５時まで 

⑵ 提出方法 

  「14 書類提出及び事務局」に持参により提出すること（郵送不可）。 

⑶ 提出書類等 

提出書類、様式及び提出部数は、次表のとおりとする。 

様式番号 提出書類の名称 規格 提出部数 注意事項 

５ 業務提案書等提出届 Ａ４ １部  

任意 業務提案書 Ａ４ ７部 ア・イ 

６ 見積書 Ａ４ １部 ウ 

  【注意事項】 

ア 部数は７部（正本１部・副本６部）とし、副本は、社名・ロゴマーク等、参加者

が特定される事項を記載しないこと。 

イ 「６⑷ 業務提案書の内容」に沿って、「６⑷ア 実施方針（基本的な考え方）」か

ら「６⑷エ 代替案、重要事項の指摘等」についてそれぞれＡ４で１枚、「６⑷オ 

特定テーマ①」から「６⑷キ 特定テーマ③」についてそれぞれＡ４で２枚以内に

まとめること（表紙は除き、合計でＡ４片面１０枚以内）。また、1者につき１案と

すること。 

ウ 業務の項目別（仕様書の「４ 業務内容」の項目を参照）、実施年度別の見積金

額も添付すること。 

なお、見積金額は税抜き価格とすること。 

⑷ 業務提案書の内容 

項 目 提 案 内 容 

ア 実施方針 

（ 基 本 的 な 考 え

方） 

○業務全体に関して、仕様書を踏まえてどのような方針で
取り組むのかを記載すること。 

○全国的に想定を上回るスピードで人口減少が進んでいる
中で、あま市の厳しい財政状況や令和９年度から賦課を
開始する都市計画税を考慮した実効性が高い後期基本計
画の考え方を記載すること。 
また、あま市の特徴（地勢や歴史など）や、あま市を取
り巻く動向（リニア中央新幹線の開業など）、社会情勢の
変化（新型コロナウイルスの感染拡大を契機とした生活
様式や価値観の変化、ＤＸの推進など）に対応した内容
も記載すること。 

イ 実施手順 ○業務の実施手順とその手法を記載すること。 

ウ 実施スケジュ ○業務の実施スケジュールを簡潔に記載すること。 
○令和７年度分、令和８年度分に分けて記載すること。 
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 ール 

エ 代替案、重要

事項の指摘等 
○業務内容に関する代替案、問題点・解決策がある場合は
記載すること。 

オ 特定テーマ① ○国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の趣旨に
沿った次期地方版総合戦略の策定に対する提案 
・ 本市の現地方版総合戦略の内容を踏まえつつ、国の
「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の趣旨に沿っ
た次期地方版総合戦略策定の方向性、考え方、手法等
について提案すること。 

・ 後期基本計画と次期地方版総合戦略を一体化するこ
とによる相乗効果を最大化するための取組み、評価手
法等について提案すること。 

  なお、本市の地方版総合戦略は、総合計画に包含さ
れるものであることから、提案に当たってはそのこと
を考慮し、両者の連携による政策効果の向上と効率的
活用を実現する提案とすること。 

カ 特定テーマ② ○市民意見の反映に関する提案 
・ 次期地方版総合戦略を含む後期基本計画の策定に当
たり、アンケート調査の回収率向上を始め、より市民
意見を反映できる手法について提案すること。 

キ 特定テーマ③ ○幅広い世代に手に取ってもらえる後期基本計画及び概要
版の作成に関する提案 
・ 幅広い世代が手に取り、読み手を引きつける後期基
本計画及び概要版のデザイン、レイアウトの工夫につ
いて提案すること。 

⑸ 提出書類の取扱い等 

ア 提出書類は返却しない。 

イ 業務提案に要する費用は、参加者の負担とする。 

ウ 提出書類を受け付けた後の追加及び修正は一切認めない。 

エ 書類の提出後、あま市の判断により補足資料の提出を求めることがある。 

オ 参加申込書等を提出した者は、この実施要領に同意したものとみなす。 

カ 提出書類については、あま市情報公開条例（平成２２年３月２２日条例第７号）

の規定による請求に基づき、第三者に開示することができるものとする。ただし、

事業を営む上で、競争上又は事業運営の地位その他正当な利益を害すると認められ

る情報は非開示となる場合がある。なお、本プロポーザルの受託候補者特定前にお

いて、決定に影響が出る恐れがある情報については、決定後の開示となる。 

   

７ 審査方法及び審査基準 

 受託候補者の選定に当たっては、第２次あま市総合計画後期基本計画策定支援業務プ

ロポーザル審査委員会が審査を行い選定する。 

⑴ 審査（プレゼンテーション及びヒアリング等） 

  提出のあった業務提案書等に基づき、プレゼンテーション及びヒアリング等を行う。 

 ア 日時及び場所 

   令和７年６月２０日（金） 

   審査の時間割及び場所については、別途通知する。 

 イ 実施概要 

 （ア）プレゼンテーション及びヒアリング等の出席者（会場入場者）は３名以内とし、

説明は本業務の実施責任者又は主たる担当者とする。 
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 （イ）１業務提案者の持ち時間は４０分以内とし、その内容は以下のとおりとする。 

    プレゼンテーション ２０分以内 

    ヒアリング等    １５分以内 

    準備及び片づけ撤去  ５分以内 

 （ウ）プレゼンテーションは、業務提案書の内容に沿って行うこととし、追加提案や

変更資料の配布は認めないものとする。 

 （エ）プレゼンテーションに必要な機器（パソコン等）は、業務提案者が準備するこ

ととし、スクリーン、プロジェクター及びＨＤＭＩ端子ケーブルは、本市が準備

したものを使用することができる。 

 （オ）プレゼンテーション及びヒアリング等に参加しない場合は、審査の対象としな

い。 

 （カ）プレゼンテーションの資料には、業務提案者が特定される事項の記載をしない。 

⑵ 選定方法 

  評価の最上位にあたる者を受託候補者（優先交渉権者）とし、次に高いものを次点

の候補者として選定するが、最高得点を取得したものが複数いる場合は、審査基準の

うち、評価項目「特定テーマ①」の評価が高い候補者を上位とする。 

⑶ 審査基準（１００点満点） 

№ 評価項目 評価の着眼点 配点 

１ 事業所の所在地 本社及び支店等の所在地 ３ 

２ 業務実績 過去５年間の業務実績 ３ 

３ 業務従事者の実績及び業務量 
業務実績及び手持ち業務量 

※責任者、担当者各６点 
１２ 

４ 業務の実施方針 業務の理解度、課題認識の的確性 １０ 

５ 業務の実施手順 実施手順の妥当性 ６ 

６ 実施スケジュール 実施スケジュールの妥当性 ５ 

７ 代替案、重要事項の指摘等 有益な代替案、重要事項の指摘等 １０ 

８ 特定テーマ（①～③） 
的確性、実現性、独創性 

※各テーマ１２点 
３６ 

９ 業務提案書の構成 業務提案書の内容の分かりやすさ ５ 

10 見積書 業務コストの妥当性 １０ 

⑷ 審査結果の通知及び公表 

令和７年６月下旬に業務提案書等を提出したすべての業務提案者に対し、書面によ

りその旨を通知するほか、市公式ウェブサイトで公表する。なお、審査内容・経過に

ついては公表しない。 

また、結果に対する問い合わせ、異議申し立ては一切受け付けない。 

 

８ 質問の受付及び回答 

⑴ 質問の受付期限 

令和７年５月１日（木）午後５時まで 

⑵ 質問書の提出方法 

質問書（様式７）に記入の上、「14 書類提出及び事務局」の担当宛てに電子メー

ルにより提出すること（電子メール以外の方法は受け付けない。）。 

なお、件名は「【プロポーザル】第２次あま市総合計画後期基本計画策定支援業務に

関する質問」とすること。 

また、提出する場合は、あま市市長公室企画政策課に対して電話での着信確認を行
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うこととする。 

⑶ 質問に対する回答 

令和７年５月９日（金）に、質問者名を伏せて、質問内容と回答を市公式ウェブサ

イトでまとめて公表する。 

 

９ 費用負担 

本要領にて要求する資料等の作成に係る費用及び本プロポーザルに参加する費用は、

全て参加者の負担とする。 

 

10 参加の辞退 

参加申込書提出以降に辞退する場合、速やかに辞退届（様式８）を「14 書類提出及

び事務局」に持参により提出すること。 

 

11 失格条項 

参加者が次の事項に該当するとあま市が判断した場合は失格とする。 

ただし、あま市がやむを得ない事情があると認めた場合は、この限りではない。 

⑴ 参加資格がないと認められた場合 

⑵ 提出書類の提出方法及び提出期限を遵守しない場合 

⑶ 談合その他の不正行為が行われたと認められた場合 

⑷ 提出書類に虚偽の記載をした場合 

⑸ 参加申込書に申請者の記名・押印がない場合 

⑹ 提案上限額を超える金額で見積書を提出した場合 

⑺ 業務提案書を複数提出した場合 

⑻ 審査時に説明用の追加資料等を提出した場合 

⑼ 審査時に業務実施担当者調書に記載がない者が出席した場合 

⑽ その他本要領を遵守しない場合 

 

12 契約の締結（実施） 

⑴ 受託候補者（優先交渉権者）の選定後、候補者はあま市と委託業務について、契約

に必要な事項を協議した後、契約を締結する。 

⑵ 次に掲げる事態が生じたときは、受託候補者（優先交渉権者）の選定において定め

た順位の高かった者の順に協議を行い、契約相手を決定する。 

ア 受託候補者が契約の締結を辞退したとき 

イ 契約締結時までに「３ 参加資格」を欠いていることが判明したとき 

ウ 契約締結時までに「11 失格条項」に該当していることが判明したとき 

エ 契約に向けて必要な協議が不調に終わったとき 

オ その他やむを得ない事情で契約に至らなかった場合 

⑶ 契約保証金については、あま市契約規則（平成２２年あま市規則第３９号）第 33 条

の規定により納付を必要とする。ただし、第 35 条の何れかに該当する場合は、全額免

除とする。 

⑷ 委託費の支払条件は次の額を上限とする。 

  令和７年度分 8,300,000 円 

令和８年度分 7,300,000 円 
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13 スケジュール 

項目 日程 

実施要領等の公告 令和７年４月２３日（水） 

実施要領等の配布期間 令和７年４月２３日（水）から 

令和７年５月１６日（金）午後５時まで 

実施要領等の質問提出期間 令和７年４月２３日（水）から 

令和７年５月 １日（木）午後５時まで 

実施要領等の質問回答 令和７年５月 ９日（金） 

参加申込書等の提出期間 令和７年４月２３日（水）から 

令和７年５月１６日（金）午後５時まで 

資格確認結果の通知 令和７年５月２２日（木） 

業務提案書等の提出期間 令和７年５月２２日（木）から 

令和７年６月 ２日（月）午後５時まで 

審査（プレゼンテーション及び

ヒアリング等） 
令和７年６月２０日（金） 

審査結果の通知 令和７年６月下旬（予定） 

契約締結日 令和７年６月下旬（予定） 

 

14 書類提出及び事務局 

〒４９７－８６０２ 愛知県あま市七宝町沖之島深坪１番地 

あま市役所 ３階 市長公室企画政策課 担当者：片岡 

電   話 （０５２）４４４－１７１２（ダイヤルイン） 

Ｆ Ａ Ｘ （０５２）４４４－０９８２ 

電子メール kikaku@city.ama.lg.jp 


